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本発表は，大学教育機会の質的側面，とりわけ機会の格差として学問分野の地域間格差に

注目する。その上で，大学進学率や移動先別の進学率に関する計量分析の中に，学問分野を

考慮した変数を設定するまでのプロセスや方法論的妥当性について検討する。 
山口（2018）は若年層人口移動に関する先行研究を，利用するデータや分析手法に基づい

て，３つに整理している。第一に，『学校基本調査』を用いた研究，第二に，計量モデルを

用いた研究，第三に，非集計データを用いた研究，である。とりわけ『学校基本調査』を用

いた研究では，OD データを用いて大学進学移動の地域間格差に関する計量分析が進んでき

た。具体的には大学進学率や移動先別の進学率を被説明変数とし，収容率（同世代人口に対

する大学定員）や経済モデルを仮定した変数（地域所得など）を説明変数とした多変量解析

が積み重ねられてきた。一方で，収容率は定員以外の大学の特性を捨象するため，大学教育

機会の質的側面に関する地域間格差が十分に検討されてきたとは言い難い。特に，学生が学

びたい分野（需要）は多様であり，その立地を踏まえた大学教育機会の地域間格差の再評価

が必要である。 
Kuribayashi（2025）では，上述の背景を踏まえ，学問分野を踏まえた大学の立地とその地

域間格差について都市雇用圏別に明らかにした。一方で，分布論に留まったため，Kuribayashi
（2025）の方法論や分析結果を踏まえた今後の展開可能性については十分に議論すること

ができなかった。そこで，本発表では，以下の２点について集中的に報告を行う。 
第一に，大学の位置情報に学問分野の情報を付与し，多様な空間スケールで地域間格差を

評価するまでのプロセスについて報告する。具体的には『学校基本調査』（学科系統分類表）

と『全国大学一覧』を組み合わせて地理情報化するまでのプロセスを示す。さらに，当該プ

ロセスで整備したデータを都道府県別・都市雇用圏別に GIS（地理情報システム）で可視化・

分析した結果を提示する。 
第二に，大学進学率や移動先別の進学率の地域差に関する先行研究に対し，上述の地理情

報が方法論的にどのような貢献をなしうるのかを検討する。もちろん，学問分野の地域間格

差について実態を把握することは社会的にも学術的にも重要である。しかし，結果的にそれ

らの変数が，大学進学率といった各種の被説明変数とどのような関係にあるのかについて

は，別の議論が必要である。 
当日は，分析スケールにも注目しながら以上の点について議論を展開したい。 
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